
　　　　ベル・システムと独立電話会社の

　　　　競争時代:1894-1906年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　山口一臣

　　１．序

　1894年に基本特許が満了になると，翌］｡895年までに数百の独立電話会社

が設立された。べル・システムの主たる関心は，小都市の電話開発を避け

て大都市の交換サービスとラインの建設にあった。地方のローカル主義，

地域利益優先主義に結びついた「独立電話会社運動」は，事業顧客のみな

らず個人の電話需要に応えるものであった。独立電話会社の設立は，電話

の使用と申請を強力に制限しようとするベル社の政策によって促進された。

田舎や住宅電話の需要は抑えられており，こうした制限された拡張から結

果する需要の爆発とベル・システムの高利益の評判が，プロモーターによ

る地方電話建設の投資を容易にした。ほとんどの会社はベル社と競争せ

ず，孤立した地域で必要とする安価で低位なサービスを提供した。ベル・

システムはこのロビンソン・クルーソー的な独立電話会社に対して，長距

離ネットワークと高度なサービスで応えた。またいくつかの独立電話会社

は，ベル・システムが既に電話サービスを確立していた地域での競争に参

入し，1899年までに大都市で長距離連結を行い，ベル社と競争するために

組織された巨大な会社もあった。これらの地域での電話料金の引下げ競争

は激しく，1907年以降になると，ベル・システムは独立会社の買収によっ

て急速なシステムの拡張戦略をとることになる1）。

　本稿は，まず20世紀初頭におけるアメリカ電話産業を概観して独立電話

会社との初期の競争の実態を明らかにし，次いで，これに対応するベル。
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システムの主たる競争戦略を解明する。そして1890年代末から展開される

州規制によって，電話サービスが次第に純粋な私的経済問題であることを

終わり，公共政策の重要問題となっていく課程を究明していく。こうした

競争と規制の展開の中で，べル社の指導者は，次第に従来の独断的で尊大

な態度を改め，電話産業は公共サービスであるとの認識を高め，以前より

低料金でより良いサービスを提供することになる。特に独立電話会社の

ローカル主義に対してベル･システムは全国ネットワークの建設をめざし，

この独立電話運動の飛躍的発展に刺激されて，長距離電話の開発とそのた

めの技術革新の重要性を強く自覚するようになったことは重要である２)。

　　２．独立電話会社の出現

　(1)20世紀初頭におけるアメリカ電話産業の概観

　20世紀の最初の８年は，電話の急速な拡張の時期を示している。この期

の電話拡張は，べル社と独立電話会社で分担した。これによって電話は，

新しい意味での生活必需品となった。その理由は，独立電話会社との競争

の脅威により電話料金が下がったため，電話やその利用が通常のことと

なったからである。

　べル社は独占期間に，利益のある人口の多い大都市地区のほとんどの電

話機を占有していたが，1893年，1894年のベル特許満了以後，多くの独立

電話会社がただちに全国に出現した。これらの会社は主として，ベル・シ

ステムによってまだ到達されていない地域に電話サービスの促進を熱心に

進めたが，べル・システムが既に電話サービスを確立していた地域での競

争にも参入した。電話通信が開始して17年後の1893年に，アメリカには

266,431台のベル所有の電話機があった。 10年後の1902年に，べル所有は

1,317,178台，独立電話機は1893年のゼロから998,119台となった。 1902年

から1907年の間に，アメリカ電話機総数は2,315,297台から5,552,929台へ

と増加した。これは５年間で140パーセントの増加であり，1894年以前の
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独占期間の10年間で76パーセント以下の増加であったのに比べて急激で

あった。そのうち1907年末にベル・システムは3,132,063台の電話機を持

ち，独立会社は2,420,866台の電話機を所有していた（図表1）4）。

　電話の普及は，1,000人当りの電話機の数の急速な増加によって示され

る。1895年に1,000人当り4.8台の電話機であったが，1900年には17.6台，

1907年には69.6台となった。 1900年に4,000人以上の住民をもつ都市が

1,157あり，そのうち1,002が電話サービスを行っていた。独立電話会社は

137の都市で，ベル・システムは414の都市で独占的サービスを行い，残り

の451がベル・システムと独立会社のサービスが重複している都市であっ

た。産業の急速な成長は，1895－1907年の間に電話通話の数が年平均88

パーセントも増えたことによって明らかである。ベル・システムにおける

地方と市外通話が急速に増加する一方で，独立電話会社による通話も1907

年に全体の47.1パーセントを占めるまでになった（図表2）5）。

　アメリカ通商労働局(U. S.Department of Commerce & Labor)は，独立電

話会社を３つに分けた。利潤追求をめざして運営される商業システムは，

ベル・システムの主たる競争者であった。共同システムは，利潤より電話

サービスからの恩恵を目的とする人々の共同協定により組織され，他方，

農村ライソ・システムは一定の限られた農村地域で組織され，農業生活の

単調さと孤立を克服するために計画された。 1902年の独立会社の総マイ

ル数の97.5パーセントは商業システム, 1.5パーセントが共同システム，

１パーセントが農村ラインであった。独立電話会社で使用されている電話

機の93.9パーセントが商業システムによって支配され, 3.8パーセントが

共同システム, 2.3パーセントが農村ラインであった。システム当りの平

均使用電話概数は，商業システムが705台，共同システムが90台，農村ライ

ンは11台で，べル系電諸会社の平均が29,935台であったのに比べるとはる

かに小規模であったことが分る。最初の共同システムは1881年に組織さ

れ，最初の商業システムはその２年後に設立された。 1893年以前に商業シ
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ステムは56，共同システムは６であったが，1894－1902年の８年間に急成

長し，商業システムは3,039,共同システムは979が設立された（図表3）6）。

　また図表４が示すように，1902－1907年のこの５年間の電話成長は大き

かったが，地域によってその成長は同じではなかった。中西部や南部は他

の地区より遅れて小都市ラインや農村ラインが発展したので，この地域は

この期間に急成長した。つまり独立電話会社運動は，イリノイ，インディ

　　　　図表３　商業システムと共同システムの設立（1881－1902年）
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図表４　電話システムおよび電話機数の

　　　　地域別増加率（1902－1907年）

アナ，オハイオ，カンザス，ミネソタ，ミシシッピー，アイオヮ，テキサ

ス，ウィスコンシンといった中西部および南部の農業地区で活発であった

のである7)。

　一般的に云えば，ベル・システムは大都市の事業者要求には応えたが小

都市の電話開発を避け，独立電話運動がこの空間をうめた。べル・システ

ムに対抗してこの期に独立電話会社が飛躍的に成長できた要因は，①巨大

企業に対する嫌悪，反対運動の普及，②電話は儲かるという一般的通念，

③孤立した地域での小範囲の電話交換事業は初期資本が比較的小額である

という事実による8)。

　(2)べル・システムに対抗する全国的独立電話システムの設立

　前述したように，独立電話会社の多くは，規模的には小規模なものであ

り，長距離回線に媒介されていない特定地域に限定された通信のみが可能

な電話システムであり，しかも地域的にはベル・システムが十分に進出し

ていない中西部と南部，特に農村地区に進出したのである。　しかし一部に

は，北東部の大都市において企業集中により，べル系電話会社と対抗する

大規模な独立電話会社も表れ，それらの出現は全国的な独立電話会社協会

の設立を契機としていた9)。
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　ベル・システムの独立電話会社を凌ぐ最大の利点は，長距離電話通信の

ために唯一の利用できる効率的な統合ネットワータを提供する相互連結の

通話ラインにある。この利点は，独立電話会社が適正な財務基盤を持つ独

立長距離ネットワークを通じて，各独立システムを統合し連結するときに

軽減する。こうした状況を認識して，全国的な独立電話会社協会は1897年

５月17日，独立会社のウェスタン・テレフォン・コンストラクション社長

ジェームズ・Ｅ．キーリン(James E. Keelyn)と，独立電話雑誌“The Tele-

phone”の編集者ハリー・Ｂ．マックミル(Harry B.MacMeal)が，1,200社の

独立会社に手紙を書いて相互防衛のために協会を設立しようと提案したこ

とに始まる。そしてインディアナ州フォート・ウェインでの14州の独立電

話会社の代表者による会合を経て，同年５月27日にシカゴにおいて独立電

話会社の代表200名による予備会議，さらに６月22日にはミシガン州デト

ロイトで400名の代表による第１回の全国会議が開催され，ここに正式に

アメリカ独立電話協会(Independent Telephone Association of America)が発

足したのである。この全国組織は，その後，名称こそいろいろと変わるが

この時をもって嚆矢とし，初代会長にはオハイオ・テレフォン社長の

ジェームズ・Ｍ．トーマス(James Ｍ.Ｔｈｏｍａs）が選ばれた。もちろん協会

自身は長距離電話回線を建設したり，べル系電話会社に長距離回線への接

続を命ずることはできなかったが，加盟会社の間で発明考案の交換をやっ

たり，独立会社の集中を促進し，1899年までに巨大な資本を持った独立電

話会社が，大都市通信や長距離分野におけるベル支配に挑戦する意図で設

立されることになったlo）。

　テレフォン・テレグラフ＆ケーブル社(Telephone, Telegraph and Cable

Co.,)の歴史は，ベル・システムと競争する全国的独立電話システムを組

織する試みの１例である。この会社はニュージャージ州法の下で1899年11

月に組織され，授権資本は30,000,000ドル，全国の独立電話会社を全国的

長距離電話サービスによる全国組織に統合する目的を持って設立された。
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同社の活動は，まずニューヨークにおいてベル系電話会社（ニューヨーク・

テレフォン社）と対抗していたピープルズ・テレフォン社と協定し，次いで

ボストンとニューヨークで地方電話事業に参入する目的で組織されたユッ

カボッカ電話電信会社，ニューョーク電話電信会社，マサッセッツ電話電

信会社の支配権を獲得し，ニューョーク＝ボストン間の長距離電話ライン

を接続した。テレフォン・テレグラフ＆ケーブル社は，さらに５つの重要

なベル系電話会社の株式資本を支配していたエリー電信電話会社(Erie

Telegraph and TelephoneＣ０｡）の支配権を買収し，これを通じて長距離サー

ビスを７つの州へ拡大することを計画した。クリーブランド電話会社，

ノースウェスタン電話交換会社，サウスウェスタン電信電話会社，ミシガ

ン電話会社，ウィスコンシン電話会社の以上５つの会社はアメリカン・ベ

ル社の特許の下で営業し，ベル・システムの総ラインの15パーセント以上

を占めていたが，株式支配権はエリー電信電話会社が保持しており，この

会社はアメリカン・ベル社とは財務的関係はなかった。従って，このエ

リー・グループの支配権を確保することは，テレフォン・テレグラフ

＆ケーブル社にとってベル社の全国的競争者となるための重要なステップ

であり，一方，べル社にとっても。ニバーサル・システムの実現のため

に，これがライバル会社にいくことを阻止せねばならなかった。それゆえ

この最終的支配は，この国の電話の歴史において重要な問題となったので

ある11）。

　テレフォン・テレグラフ＆ケーブル社は，その当時，ベル・システムを

支援していたベーカー・モルガン・グループの反対によってニューョーク

金融業者の財務的援助を受けることができなかった。　しかしその後まもな

く，ニューヨーク・テレフォソ社の社長C. F.カトラー( Charles Ｆ.

Cutler)の努力によって，ニューイングランド電話電信会社，ニューヨー

ク＆ニュージャージ電話電信会社，ＡＴ＆Ｔ，ニューョーク・テレフォン社

の子会社ュニオン・サブウェイ・コンストラクション社からなるベル・シ
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ステム各社によるシンジケートが結成され，ケーブル社の発行済株式の硲

以上を買収することが提案された。このケーブル社の株式買収提案は1901

年８月26日に実施されて９月に株主によって承認され，これによってベル

・システムのシンジケートは1901年９月25日にケーブル社の支配株式を確

保できた。また最終的に採用されたエリ一社の再編計画も，キダー・ピー

ボディ商会とＡＴ＆Ｔによって準備され，この計画の下で新しい会社がエ

リ一社の資産のすべてを買収するために組織された。かくして1902年１月

22日に新会社ウェスタン電話電信会社(Western Telephone and Telegraph

Ｃｏ.,）がニュージャージ州法の下で設立され，この新会社の支配は,キダー･

ピーボディー商会に割当てられた４パーセント利付きの担保社債13,000,000

ドルを支払ったＡＴ＆Ｔによって引き受けられ，ここに競争的な長距離電

話システムをつくろうとする試みは失敗したのである12）。

　独立電話会社による長距離電話の開発は，オハイオ，インディアナ，ミ

シガン諸州でも積極的に展開された。例えば, U.S.テレフォン社(United

States Telephone Co.,)は1902年までにオハイオとミシガンで排他的長距離

ネットワークを運営し，1905年までに西部ニューョーク，インディアナ，

イリノイで営業していた他の長距離会社と連結した。この独立会社の長距

離電話は排他的ネットワークであったにもかかわらず，この地域でまもな

く失敗した。その要因は，①べル・システムとの競争のため料金を余りに

低くしたこと（ベル・システムは競争の激しい地域での損失をシステム全体でカ

バーできたが，独立会社は１つの地域に限定された。），②シカゴ，ニューヨー

ク，ボストンのような主要都市との連結を独立会社が欠いていたこと（独

立会社が特にシカゴにフランチャイズを欠いていたことは，中西部の独立会社には

決定的であった。），③戦略的に重要な独立会社を買収するというベル・シス

テムの方針によって，独立の長距離ネットワークの維持が難しくなったこ

と，④独立会社は業務の質と通話範囲の拡大が常に要請され，またその資

金も不足していたこと，⑤ベル・システムの長距離ネットワークが優れて
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いると考えて，それと連結する独立会社の増大があったこと，等による13)。

　しかし，このほかにも東部および北中部の諸都市においては。ナイ

テッド・テレフォン＆テレグラフ社(United Telephone and Telegraph Ｃｏ･,)，

クリーブランド・フェデラル・テレフォン社(Federal Telephone Ｃｏ･,of

Cleveland) ,イリノイ・テレフォン＆テレグラフ社(1111nois Telephone and

Telegraph Co.,)など，長距離電話回線に接続された電話システムを基礎に，

持株会社形態により企業統合された大規模な独立電話会社が多数出現して

ベル系電話会社と激しい競争を展開しており，こうした独立会社の行動

が，長距離システムを早期に完成するというベル社の建設計画に刺激を与

えることになったのである14)。

　　3.ベル・システムの競争戦略と電話料金引下げ競争の実態

　(1)ハドソン時代の競争戦略

　　　(1889年４月１日－1900年10月１日)

　競争の新時代はベル社に新しいタイプの指導者を求め，ジョン・Ｅ．八

ドソン(ＪｏｈｎＥ.Ｈｕdsｏｎ)がその地位に就いた。彼はハーバード大出身でア

メリカン・ベル社の最初の顧問弁護士を勤め，1886年末にヴェイルに代っ

てアメリカン・べル社の全般管理者となった。 1887年９月19日にＡＴ＆Ｔ

の取締役社長，1889年４月１日にアメリカン・ベル社の３代目の社長とな

り，1900年10月１日に死去するまでその地位にあった。気難しくて個性の

強い男と評されていたハドソンは，特許独占時代から競争的企業へとアメ

リカン・べル社の困難な時代を指揮した。広範な持分が会社支配の源泉と

なっていたヒューバードやフォーブスの場合と違って，ハドソンは管理階

層をトップまでのぼりつめたベル社ではじめての専門経営者であった15)。

　ハドソン社長は以前から，マサッセッツ州会社法に対して次の３点につ

いて不満を持っていた。①公益事業については，既存株主に不当な創業者

利得をもたらし公益に反するとして，時価以下での株式の額面発行が認め
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られていない。②授権資本金の変更は一般に株式水増しのリスクが伴うた

め，その増加には州議会の承認を要する。③親会社は子会社の株式資本の

30パーセント以上を取得できない。以上のうち①②は同社の資金調達政策

に支障をきたし，また③は一層の支配力を拡大しようとするベル社の方針

に反するものであった。そこでタ１つはニューヨーク州会社法がマサッセッ

ツ州会社法よりも寛大であるということから，また他には，ニューヨーク

が当時の電話事業の中心地であり，ウォール街は巨大企業と巨大金融のシ

ンボルであったことから，会社を電話のこれまでの本拠地であったマサツ

セッツからニューヨークヘ移転することが決定された。その際の選択は，

新しい会社をつくるか，または既にそこにある長距離電話子会社ＡＴ＆Ｔ

ヘアメリカン・べル社の事業を移すかであった。これについてハドソン社

長は，「長距離電話会社がその事業をより完全に遂行するためには，その

会社が同時に多くの被認可会社の株式所有者であることが望ましい」と考

えていたため,結局,後者のコースが選ばれることになった。こうして1899

年12月31日にアメリカン・べル社はその資産のすべてをＡＴ＆Ｔに売却し

て消滅し，かわってＡＴ＆Ｔが1900年から，長距離電話事業会社であると

同時にアメリカン・ベル社の持株会社機能も引き受けることになった。既

存株主はアメリカン・べル社１株に対してＡＴ＆Ｔ２株を受取り，新

ＡＴ＆Ｔは１億700万ドル以上の資産を持つ会社としてスタートした16）。

　1894－1900年の間に，ベル社は独立電話会社との競争に対応する幾つか

の戦略を使ったが，その最初はベルリナー特許によってベル・システムの

特許独占を引延ぼすことであった。 Ｅ.ベルリナー(Emile Berliner)の送話

器（正確にはマイクロフォンを改良したもの）は，明らかに当時までに発明さ

れたもののうちでは一番性能の良いものであったが，1877年に申請（アタ

リカン・ベル社は翌年，そのすべての権利をベルリナーから取得）されたにもか

かわらず，特許事務所は1891年11月17日まで申請受理の手続きをとらな

かった。かくしてベル社は，最も効率的なトランスミッターはマイクロ
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フォン活動に依存していたので，この特許が1908年に満期となるまで独占

を維持できると期待していた。しかし，アメリカン・ベル社がこの特許違

反でナショナル・テレフォン・マニュファクチャリング社を起訴した裁判

において，マサッセッツ州連邦裁判所および最高裁判所は1897年，特許の

遅れにアメリカン・ベル社の黙認があったとして特許の有効性を否定する

法解釈を示した。こうしてマイクロフォンに関するベルリナー発明によっ

て特許独占を延長することに失敗したベル社は，次いでＷＥによる特許独

占の引延ばしを図ろうとした。ベル社はその時までにベルリナー特許以外

にも数多くの特許を所有してお

り，ＷＥはスイッチ，シグナル

器具，コール・ボックスのよう

な電話器具を製造していた会社

に次々と違反訴訟を行った。　し

かし，特許違反訴訟によるベル

・システム独占の延長の試みは

敗訴の機会も多く，それほど有

効な戦略とはならなかった17)。

　競争の増大は，1890年代末ま

でに会社の収益に大きな圧力を

かけた。電話機１台当りの総費

用は1895年の58ドルから５年後

に約44ドルとなったが，電話機

１台当りの純利益も1893年の約

34ドルから1900年の20ドル以下

までに低下した(図表５)。　しか

も，時代が進むにつれてコスト

引下げを電話サービスの質を下

一149（32）－



げずに実施することが次第に困難となり，ＡＴ＆Ｔ執行部は，価格競争力と

サービスの質を犠牲にすることなしに利益の低下をおさえるという難しい

仕事に直面していた。このような時，ジョン・ハドソンが1900年の秋にオ

フィスで突然死去し，1880年代以来会社の経営を支配していたボストン投

資家グループの長老であったアレクサンダー・コクラン(Alexander

Cochrane.AT&T取締役社長:1900年10月５日－1901年６月30日）が一時的に社

長となった。フォーブスとヒューバードは既に２年前に亡くなっており，

べル社は適当な後継者を欠いていたため，こうして新しいリーダーを企業

外部に求めることとなったのである18）。

　（2）フィッシュ時代の競争戦略

　　　（1901年７月１日－1907年４月30日）

　1901年から1907年までのＡＴ＆Ｔ４代目の取締役社長として，フレデ

リック・Ｐ．フィッシュ(Frederick PerryFish)が就任した。フィッシュは外

部から社長に任命された最初であったので，彼の名前はベル社の株主には

あまり知られていなかったが，ボストンとニューョータでは特許弁護士と

して著名であった。彼はニューイングランド生まれでハーバード大学を卒

業し，そこで法律の学位を得ていた。フィッシュは1890年からトマス・ハ

ドソン・エレクトリック社，1893年以後はその後継会社ＧＥの筆頭支配人

として活躍しており，それによって彼は電気産業と密接な関係を持つJ.p.

モルガンや他のウォール街の金融業者と付き合いがあった。これが後に，

フィッシュがＡＴ＆Ｔ社長として任命される契機ともなったのである19）。

　1900年初頭のアメリカ電気通信産業には，有力な私企業グループが４つ

あった。すなわち電信事業ではＷＵ社とポスタル電信会社(Postal

Telegraph Co.,)であり，電話事業ではベル・システムと独立電話会社グ

ループである。　しかもこの当時のアメリカ産業界においては，ウォール街

の金融集団の介入により, U.S.スチール, GE,インターナショナル。
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ハーヴェスターといった巨大企業が企業合同によって相次いで設立され，

その過程で巨額な利潤を獲得した投資銀行家たちは，今や通信事業におい

て電信・電話の合同を推進すべき時期が到来したと考えるようになってい

た。電話事業と投資銀行との関係は，ベル社がマサツセッツ州法により

1894年以降から株式の株主割当て・額面発行を禁止され，公募・時価発行

の併用を契機として発行証券の市場性を確保するため，彼らの介入を必要

としたことに始まる。特に1899－1904年にかけて同社は，ニューイングラ

ンドのキダー・ピーボディ商会，オールド・コロニー・トラストのほか

クーン・ローブ商会，ファースト・ナショナル銀行，リー・ヒギンソン商会

などニューヨークの投資銀行や商業銀行との関係をも深め，それらの競争

入札によって資金調達をはかるようになっていた。　しかし，その後間もな

くウォール街の２大金融勢力の１つスティルマン・ロックフェラー(Still-

man-Rockefeller)グループが，1899年に独立電話会社の合同により，既述の

テレフォン・テレグラフ＆ケーブル社を設立して電信・電話事業の統合に

関与しようとしたためＡＴ＆Ｔとの競争は決定的となり，かくてここに，

もう１方のベーカー・モルガン(Baker-Morgan)グループの登場を迎える

こととなった。彼らの計画は，単にＡＴ＆Ｔの支配権を得るだけでなく，ポ

スタル電信システムとベル・システムの合同により電信・電話事業を統合

することにあったが，その予備的手段として, J.p.モルガン商会，ファー

スト・ナショナル銀行，オールド･コロニー･トラスト，マンハッタン･トラ

ストは既に1902年までにＡＴ＆Ｔの株式５万株を買収しており，また

ファースト・ナショナル銀行の頭取G. F.ベーカー(George Ｆ.Baker),お

よびマンハッタン・トラスト社長J.I.ウォーターベリー（John l.

Waterbury)はその取締役となっていた。　この合同計画に極めて協力的で

あったポスタル電信会社社長J.W.マッケイ（John Ｗ.Mackay)は初期の目

標を達成することなく1902年に死去し，彼の巨大な資産は息子クラレンス

・マッケイ(Clarence Mackay)によって相続されたが，このマッケイとモ
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ルガン・グループとの間には亡父時代のごとき円満な意思交流はみられ

ず，したがってその後は，独自にＡＴ＆Ｔの支配権を確保するため熾烈な

株式買収を展開することになった2o）。

　こうした時, J.I.ウォーターべリーの提案により1906年に１億5,000万ド

ルという巨額な転換社債の発行が決定されるが，それはＡＴ＆Ｔにとり次

の３つの点において重要な意義を有していたと云える。①従来の投資銀行

間の競争入札による証券引受が中止され，これ以後，モルガン，ファース

ト・ナショナル銀行を中心とする特定の投資銀行集団との協定引受が一般

的になったこと，②1905年当時のＡＴ＆Ｔの株式資本は１億3,000万ドルで

あったから，株式資本に対してこの１億5,000万ドルという転換社債額の

大なること，したがって社債引受業者たるモルガン・グループの力が大き

かったこと，③これ以後ＡＴ＆Ｔでは，社債を中心とする借金財務（borrｏ-

wed finance)が積極的に展開されたことである。前任者のハドソン社長は

負債を好まなかったが，フィッシュ社長はそのような保守的財務政策はも

はや通用しないと考えていたため，ＡＴ＆Ｔの財務状態は急激に悪化した。

フィッシュの社長就任当時，同社の長期負債は合計1,500万ドル程度で

あったが，1906年初頭で既に約１億2,800万ドルの転換社債，担保付社債，

短期手形を保持するようになっていた。わずか５年間でフィッシュは

ＡＴ＆Ｔの負債を８倍以上にし，この結果，会社はかつてより経済変動に対

して抵抗力がなくなり，追加的運転資金を即座に調達することが難しく

なっていた21）。かくて1907年４月30日にフィッシュ社長は辞任し，かわっ

て投資銀行集団の利害を代表してT.N.ヴェイルが再び社長として登場す

るが，彼は「単一経営方針，単一電話システムによる万人共通の電話サー

ビスの提供」（“One Policy,One System, and Universal Service”）というスロー

ガンに端的に示されるように，彼の生涯の目標であった全国的な統一的電

話網の確立をめざし，独立電話会社の買収を通じて電話事業の集中化を一

層促進することになるが，それは同時に，その独占体制強化のために一層
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図表６　ベル・システムにおける電話機の増加推移（1885－1935年）
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図表７　ベル・システムにおける工場設備の増加推移（1885－1912年）

多額の証券発行を永続的に引受けようとするモルガン・グループのねらい

とも完全に一致するものであったと云える22)。

　独立電話会社との競争を回避するためのベル・システムの戦略は，1901

－1907年のフィッシュ社長時代に一層激しくなったが，それらは，①競争

を制限しょうとするベル社の試みの下で具体化された設備の急速な拡大政

策，②同じ考えに基づき，独立会社を証券市場から排除するための積極的

な宣伝活動，③非ベル系会社や公開市場での電話器具販売の拒否，④相互

接続の拒否の以上４つであった23)。

　1894－]｡907年の設備拡大の程度は，1885－1894年との電話機増加率の比

較，および同一期間の電話工場設備の年増加の比較で示される。前者につ
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いては，1885－1894年平均は6.26パーセント，1895－1906年平均は21.54

パーセントであり(図表６)，後者については，1885－1894年平均の電話設

備増加率は8.2パーセント，1895－1906年平均は15パーセントであった(図

表7)。1900－1907年にベル社はシステムを開発,維持するために毎年3,100

万ドル以上の投資を行い，1906年には設備拡張に8,200万ドルを投資した。

フィッシュ時代は拡張政策によって会社の金融資産を失っていたのでベル

社は新しい証券市場に参入することが必要となり，その過程でモルガン・

グループの本格的介入を招いたことは既に述べた24)。

　独立電話会社に関するベル社の宣伝活動はさまざまであったが，大衆，

銀行，立法機関，現在ないし潜在的投資家に独立企業への関心を低くする

ことが狙いであった。ほとんどの独立会社はベル社と競争せず，孤立した

地域の要求に応えて劣悪なサービスを提供していたのでこれを積極的に宣

伝し，独立電話会社運動の非誠実さ，本質，評判，財務安全性等もその対

象となった25)。

　独立企業と戦うベル社の他の武器は，1908年まで電話や電話機器を非ベ

ル系会社や公開市場で販売することを拒否したことであった。 ＡＴ＆Ｔの

前身会社アメリカン・べル社とＷＥとの1882年契約は，べル系電話会社以

外に電話機器を販売することをＷＥに禁じていた。しかし，この独立電話

会社への器具販売の拒否は，べル特許満了以後の独立電話製造会社の設立

を刺激した。この期の最も重要な製造会社は，イリノイ州法の下で1897年

に設立されたケロッグ・スイッチボード供給会社，同じくイリノイ州法の

下で1901年に設立されたオートマチック・エレクトリック社，ニューョー

ク州法の下で1902年に設立されたストロバーグ・カールソン電話機製造会

社である。独立電話会社に，ＷＥ製電話機を販売することを単に拒否する

というベル社の戦略は競争問題を本質的に解決できず，ＡＴ＆ＴとＷＥは

独立製造会社のうち，1903年にケロッグ社，1907年にストロバーグ社の支

配権を確保することになった26)。
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　独立電話会社運動を抑制するより直接的な方法は，独立電話システムと

の相互連結を拒否することであった。ベル社が長距離分野のパイオュアで

あるかぎり，それとの連結を拒否することは独立会社に対し特定地域に

サービスを限定することになる。この戦略は1894－1906年まで継続して実

践されたが，1913年以降に裁判所は，非競争的独立企業との連結をベル・

システムに強制した27）。

　（3）電話料金引下げ競争の実態

　独立電話会社との最初の競争の年である1895年に，ベル社の総営業収益

は電話機１台当り88ドルであったが，1902年に63ドル，1907年に43ドル，

1914年には41ドルとなった（図表５）。これは，競争によってベル社の高料

金が引下げられたためであり，この18年間にベル社の電話料金は48パーセ

ント下がった28）。しかし図表８に見るように，多くの事例が示すところに

よると，独立電話会社の多くは営業費以下の低い料金を提示し，その後ま

もなく，最初に約束した料金を引上げることが明らかとなった。例えば，

トレド・ホーム電話会社は事業者用44ドル，住宅用26ドルでスタートした

が，1908年にそれぞれ52ドル，32ドルに引上げた。アトランタ・テレフォ

ン＆テレグラフ社は事業者用を36ドルから48ドル，ロサンゼルス・ホーム

・テレフォン社はその料金を48ドルから60ドルに引上げた２９）。

　ＡＴ＆Ｔは1908年に,独立電話会社の財政状態,過大な資本見積り,破壊的

な低料金，不適正な設備維持と再建設，相互連結と長距離電話設備の欠如

に関する告発的報告書を発表したが，これはG.W.アンダーソン(George

W. Anderson)による調査を基礎としていた。アンダーソンは1906年の夏，

ベル来電諸会社のニューイングランド・テレフォン社の要請によって，当

時電話競争を経験していた中西部の請都市（ピッツバーグ，クリーブランド，

トレド，デトロイト，インディアナポリス，シンシナチ，デイトン，コロンバス）を

訪問した。彼の調査のポイントは，①競争は電話利用者により良いサービ

　　　　　　　　　　　　ー142（39）－



図表８　独立電話会社による電話料金引上げの実態

スを提供するか，②独立電話会社の社債や株式は安全で好ましい投資対象

となりうるかの以上２点で，その結果は，独立会社の資金調達の方法や大

都市の競争への影響を明らかにした3o)。

　アンダーソンはインディアナポリスにおいて，べル系電話会社のセント

ラル・ュニオン社が1898年以来のフランチャイズ独占の下で，同都市に悪

いサービスを提供していたことを理解した。年間の事業者用料金72ドル。
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住宅用料金48ドルで，この会社は当時，その地区で2,000台の電話機を運

営していただけであった。インディアナポリスに参入した独立電話会社は

ニュー・テレフォン社と呼ばれ，当初の株式資本（額面金額）は400,000ド

ル，そのほとんどは担保付き社債権者に対するボーナスとして発行された。

会社は年間6,000ドル，さらに6,000台を越える電話機１台当り年間２ドル

を市当局に支払うことに同意した。料金は事業者用40ドル，住宅用24ドル

で，この会社は長距離サービスを提供していないにもかかわらず，最初の

年に2,500人，1906年に10,000人の加入者を確保できた。また，この競争に

直面してベル系電話会社も事業者用54ドル，住宅用24ドルに電話料金を引

下げたため，加入者を10,000人に増加することができた。アソダーソンの

見積りによると，インディアナポリスの電話加入者の総数は1898年の

2,000人から1906年の20,000人と10倍に増加し，そのうち2,000人はベル系

と独立系の２社に重複していた31）。ニュー・テレフォン社は1905年に，住

宅用料金を年24ドルから30ドルに引上げる申請を市当局に提出し，それ

はベル料金より６ドル高かった。事業者用料金は40ドルから54ドルヘ引上

げを求め，それはベル系のセントラル・ュニオン社と同じであった。しか

し独立電話会社の存在理由は，インディアナポリスにそれが参入すること

によって高いベル料金を牽制することであり，料金引上げは望ましくない

とされてこの要求は拒否された。したがって同社は，この期間の６パーセ

ント配当を支払うことができなかったし，サービスも次第に悪化させて

いった。インディアナポリスの競争の経験に関するアンダーソンの結論

は，高料金で悪いサービスを提供していた地方のベル社を奮起させ，その

サービスを改善し料金を引下げたということである32）。

　トレドとクリーブランドにおける電話競争の歴史も，インディアナポリ

スと同じであった。ベル系電話会社による不適正なサービスが新会社の参

入を招き，競争が電話利用を急速に増加させ，サービス改善の原因となっ

たが，その反面，両都市は疑わしい証券への投資で被害を受けたし，低料
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金も長く続かなかった。一方，ベル社が低料金で良好なサービスを提供し

ていたピッツバーグ，デトロイト，シンシナチでは，電話競争によるサー

ビス改善の刺激は小さかった。例えばピッツバーグでは，べル系のセント

ラル・ディストリタト・プリンティング社と独立系のピッツバーグ＆アレ

ゲニー電話会社における1906年の料金差は，前者が事業者用125ドル，住

宅用100ドル，後者が事業者用72ドル，住宅用36ドルとかなり大きかった。

しかし，セントラル・ディストリクト・プリンティング社は1900年に

14,579台の電話機を運営し，1906年までにその数を44,721台に増加できた

が，独立系は1906年に12,000台の電話機を運用しただけであった。　しか

も，このうち5,200台はベル社と重複しており，独立電話会社は約7,000台

を増加したにすぎない。これは競争がピッツバーグに入る以前から，同地

区のベル系電話会社がトレド，インディアナポリス，クリーブランドより

良いサービスを提供していたことを意味し，さらにまたピッツバーグで

も，独立会社は充分な株式配当をできなかったのである33）。

　同じ頃，ニューオリンズ商業会議所が1908年１月14日，ミシシッピー東

部諸都市を中心とする広範な調査（ニューヨーク，シカゴ，フィラデルフィア，

セントルイス，ボルティモア，ボストン，クリーブランド，サンフランシスコ，シソ

シナチ，デトロイト，バッファロー，ピッツバーグ，ミルウォーキ，ワシントン，

ニューワーク，ミネアポリスとセントポール，ロサンゼルス，ルイスヴィル，カン

ザスシティ，インディアナポリス，プロヴィデンス，ロチェスター，トレド，コロソ

バス，デンバー，メンフィス，ポートランド，ナッシュビル，オマハ，スクラント

ン，シラクース，デイトン，フォールリバー，グランドラピド，オルバ二－，リー

ディング，サソディエゴ，トレントン）に基づく電話競争の報告書を発表した

が，その結論はアンダーソンと同じであった。報告者H.N.ホール(Henry

N. Hall)の調査目的は，①ニューオリンズにおける電話状況を全米諸都市

と比較する，②べル系のカンバーランド・テレフォン＆テレグラフ社の料

金とサービスを解明する，③ニューオリンズにおける電話の二重システム
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の当否を検討するという，以上３点であった34)。

　セントルイスでは，ミズーリ・ベル社と競争していたキンロック電話会

社が事業者用年60ドル，住宅用年36ドルで業務を開始したが，５年後に料

金をそれぞれ72ドルと48ドルに引上げた。べル社の料金は多少引下げられ

たが，キンロック社の財務状況もあまり良くなかった。　トレドとクリーブ

ランドで，ホールはアンダーソン報告と同じ状況を確認することができた。

ニューョーク州ロチェスターで営業していた独立会社ロチェスター電話会

社は，事業者用を48ドルから60ドル，住宅用を30ドルから36ドルヘ引上げ

たが，この会社はその後1905年に独立会社のU.S.電話会社に買収された。

他方，オルバニーではホーム・テレフォン社が料金を引上げず，財政困難

にも陥らず７年間営業していたが，この会社は年４パーセントの利益を確

保する1906年まで配当を支払うことはできなかった。オルバニーにおける

競争の影響は，サービスを改善したが電話料金を引下げず，ホーム・テレ

フォン社の料金は，事業者用48ドル，住宅用24ドルで，ベル社の住宅用料

金を72ドルから48ドルに引下げたが，事業者用は90ドルのままであった。

ミズーりやカンザスシティでは1895年に独立電話会社が多数設立され，こ

れらの州におけるベル電話機は全体の10パーセントを占めるだけであった。

しかし，ほとんどの独立会社はその後に不可避的な再建設の時期を迎え，

ベル社によって買収されるか，新資本を融資するか，破産した35)。

　この報告の結論において，ホールは独立電話会社の行動の共通性につい

て次のように述べていた36)。

　　　｢独立企業は採算の合わない低料金を明示することによって事業を開始する。

　　その企業設立のための資本は，まず地域外から調達されるのが通常である。次

　　いで創業者によって直接ないし間接的に支配されている建設会社が設立され，

　　多くの場合，電話会社の株式と社債はこの建設会社に譲渡される。証券が建設

　　会社に保持されている間に電話業務が開始される。当初は新工場も順調で交換
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　　手のキーもはずみ，サービスもしばらくは良好である。この間に社債が地方投

　　貴家に提供され，株式が通常，ボーナスとして追加される。市民としてのプラ

　　イドや電話利潤は大きいという評判から，地方銀行や商人がそれに対して投資

　　を行い，初期の配当がかなりのものであることから，こうした傾向はさらに加

　　速化される。　しかし５年ぐらいたつと，一部の工場の補修工事が必要となり，

　　いわゆる利潤が利潤でなくなり，それは維持や補修のための資金であることが

　　次第に明らかとなってくる。10年後にはすべての工場が破損し，再び初期投資

　　と同じ資本が必要となる。」

　以上によって，競争に対するベル・システムの基本方針は，ライバル企

業が出現した地力の会社の政策によって対応するというものであった。競

争企業を買収するという例もあったが，多くの都市におけるフランチャイ

ズ特権を認可する市当局の反対もあって，それはまだ比較的少なかった。

競争への主たる対応は料金引下げで，インディアナポリスのセントラル・

ュニオン社のケースのように，地方のベル社が損害を被る場合もあった。

しかし全体としてベル社は，独立会社の散発的な出現によって被害を受け

ることは少なく，彼らは，参入の脅威によってサービスを改善し料金を引

下げること以外に，直接，間接に強い影響を受けることはなかったのであ

る37）。

　　4.州規制の開始と長距離ネットワークの拡大

　（1）二重投資の不経済性の解消：州規制の開始とサブライセンス契約

　競争の増大による最大の問題点は，ベル系と独立系の２つの電話システ

ムが相互に通話不能で，それが国民経済的にみて競争による二重投資の不

経済性を招いたことである。電話システムの重複は，投資家の観点のみな

らず電話会社や料金支払者にとっても無駄であるばかりでなく，かえって

不都合でさえあった。電話が自然独占産業(natural monopoly industry)と規

定され，１社独占によって運営されることの方が効率的とされる所以であ
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る。このためＡＴ＆Ｔは，1910年の年次報告書の中で，交換設備の重複によ

る混乱を続けることより電話産業の政府規制を要請して次のように述べて

いた38)。

　　　　｢永久的な委員会による公益企業の支配と規制が進展しつつある。そのよう

　　な機関によって実施される支配や規制は，正規の法律や組織によって実施され

　　る以上の利点がある。……州よる支配や規制は，工場の最高基準，設備の最

　　大阪の拡張，サービスの最高効率，業務の経済性，賃金や管理の効率性，

　　ＲＯＩや公衆の利益を保証する料金に関するものである。

　　　政府規制は大衆のみならず株主も守るべきで，それは大衆に良いサービスと

　　適正な料金を保証し，株主に対しても適正な収益を保証する。……適正な料金

　　で適正なサービスを提供する公益事業は，不適正な料金の競争に従うべきでな

　　い。すべての競争は抑制されるべきでないが，すべての競争は規制され統制さ

　　れるべきである。不必要な重複を促進し，設備やサービスを増進せず，拡張や

　　改善に意味がない競争は抑制されるべきである。

　　　州統制と規制は何よりも効率的であるべきであり，１企業の業務からの結果

　　は，重複や直接の競争のために必要な支出や投資を保証しなかった。言換える

　　と，利潤は同一事業のための競争による重複を保証するほど大きくはなかった

　　のである。｣

　電話の規制は，べル社が市当局に権利金を支払い，その見返りに定めら

れた料金で１つの町の電話業務の独占権を獲得した時の許可状に始まる。

市当局は当初，電話産業を規制することに関心がうすかったが，競争会社

が出現しベル社のいくつかの営業認可が新しくなると次第に寛大さを失っ

ていった。特別の契約の下で市に与えられる一定のサービスを要請するこ

とは，この期のフランチャイズ認可の通常のこととなった。これは，市庁

舎の電話や消防・警察の電話が無料か料金引下げとなったことを意味する。

べル社は全国電話システムの建設を考え，市当局は地方の福祉を促進する

電話サービスを望んでいた。市役人はむしろベル社の独占から地方の非ベ
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ル系電話会社を守ることをめざしており，電話規制の歴史はこの市当局と

ベル管理者の争いから開始された39)。

　独立電話会社が地方市場サービスのために急速に成長してきた南部で

は，独立会社志向の強い市当局がかなりの規制力を発揮した。独占料金を

恐れていた小都市では，電話会社から料金の譲歩を引出すために競争の脅

威を使い，また南部の市当局は，排他的なフランチャイズ権との引換えに

公共施設の電話料金の割引を要求した。例えば，リッチモンドでは1894年

に市庁舎電話に無料サービスを要求し，ベル系のサザン。べル・テレフォ

ン社がそれを拒否した時にフランチャイズ権を撤回された。サザン・べル

社は市当局を裁判にかけることによって対応し，1900年になって連邦の決

定により市は敗北した。中西部やニューイングランドでは，べル社と市当

局の対立はさらに激しく，電話産業の競争が市の規制者により大きな力を

与えた。例えばシカゴでは，市当局は総電話収益の３パーセントの税支払

や無料の市庁舎サービスを要求し，シカゴは中西部における長距離システ

ム連結の中心であったので，シカゴ・ベル社はこの要求に同意した。ベル

社と競争者が市場を争っていた1894年以後にそれはさらに増額され，1907

年に市当局はベル社に新しいフランチャイズ権を許したが，それと引換え

に無料の市サービスを拡大した4o)。

　州や連邦政府による電話会社の規制は，われわれが検討している時期

(1894－1906)以降まで開始されなかったと一般にいわれている。しかし若

干の州，特に南部では州による電話規制がゆっくりと発展し，電話に対す

る最終的な発言力は，市当局に代って州の独立委員会が持つようになった。

ルイジアナ，ミシシッピー，ノースカロライナ，サウスカロライナ，バー

ジュアは独立委員会の下に公式に電話規制を行った最初の５州であるが，

彼らは当初，鉄道に対する関心が強く，電話に対する力が弱かった。彼ら

の権力は，すべての一般公共業者に対する支配権を与えた一般法に基づい

ており，電話が一般公共業者に入るか否かもはっきりしなかった41)。
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　ノースカロライナは，南部でもたぶん規制業務が一番弱かったが，州レ

ベルの電話規制は，同州では公式に1899年から始まり，その年に州議会は

旧鉄道委員会にかわってノースカロライナ公益事業委員会を設置した。新

しい機関は，特に電話や電信会社を監視し適正な料金を設定する任務が

あった。州議会は1907年に，ノースカロライナ公益事業委員会に規制規則

や法令を作ることを許したが，それは市当局に対抗する力をまだ十分に

持っていなかった。南部の中心地ジョージアでは，鉄道委員会に対し1907

年，電話と電信を規制する権限を与え，ベル社は，ジョージアや他の比較

的都市型の南邦諸州が電話規制を強化したことを歓迎した。何故なら，

ジョージアはベル社の南部における市外通話ネットワークの拠点であった

が，市規制がその発展を遅らせていたからである。南部海岸で最も富める

州バージニアでも，長距離通信の進展は強く求められていた。こうして

1907－1914年の間に，ほとんどの南部諸州は公益事業委員会に市当局を越

える電話に対する大幅な権限を与えるようになった。フロリダの公益事業

委員会は電話にたいする州レベルの規制力を強化し，1913年までに市の交

渉力を弱めることができた。 1914年にバージニア委員会は公式の料金決定

権限を持ち，市規制を再検討する権限，電話会社と契約する権限を持って

いた。同様の規制パターンは全米各地でみられ，南部と同様に中西部でも

1910年以降に多くの州が独立委員会を作り，それに電話規制の権限を与え

ていた。イリノイでは1913年に議会がイリノイ公益事業委員会を作り，こ

れは電話に対する明確な権限を行使する法的命令権を持っていた。　しか

し，ノースカロライナやある程度フロリダでは地方ルールの伝統が強く，

ベル社の長距離サービスに対する要求は弱く，そこでは依然として市当

局の権限がまだ重要な規制力を残していたのである42)。

　しかし，その後1920年までの電話規制の歴史は，全米の州当局が大規模

な電話システムの発展を育成しようとしたことを示している。州委員会の

役割は地域によって様々であったが，南部や中西部では，独立委員会は市
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当局の規制力を減らすために働いた。北部では，州の規制機関はベル社，

独立電話会社，市当局の強力なコンセンサスを引出すために働いた。州の

公益事業委員会は，至るところで地域を越える大規模な電話ネットワーク

の建設を促進し，べル社と公益委員会は協力して，アメリカがどんなタイ

プの電話システムを持つべきかについて１つの提案を行った。こうして彼

らが1890年代から議論していたアイデア，すなわち統合された全国ネット

ワークの合理性，効率性は次第に不可避的なものとなっていったのであ

る43)。

　当初から，すべてのベル管理者がこのような電話規制を受け入れたわけ

ではない。サザン・べル・テレフォン社の経営執行者は州の介入を恐れて

いたし，ＡＴ＆ＴでおＦ.Ｐ.フィッシュ社長は，ベル社が独立電話会社を処

理するために規制委員会の援助を必要としているという考えに批判的で

あった。　しかし，セオドア・ヴェイルが1907年にＡＴ＆Ｔ社長に復帰して

以後，こうした不安や反対は終った。ヴェイルはュニバーサル・サービス

という彼の原理にもとづいてベル社の新しい方針を定め，べル・システム

の中に公共の介入を承認した。かくして1909年までにサザン・べル社を始

めとするベル系電話会社の間にも，州規制を歓迎する動きが広まっていっ

た。何故なら，競争の開始以来，会社を悩ませていたベル社と独立会社の

共存という複雑な問題の解決は，州の規制なしでは難しくなっていたから

である。べル社は全国的なネットワーク・システムの建設を希望していた

が，各地域はそれぞれの必要にあった異なる質の電話システムを開発した。

州規制者は，市当局や独立企業家が地域の状況にのみ対応することを禁

じ，小企業への市の援助を拒否し，さらにベル社の買収を認可し，小さな

町や田舎の地域をベル社と同じサービスを受け入れるようにした。こうし

て州規制は，電話サービスのための単一の基準を作り，それが後に，大規

模な電話システムとなってＡＴ＆Ｔの助けともなったのである44)。

　以上の結果，1907年までに独立電話会社の26.7パーセントがベル・シス
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テムと連結し，これらの連結　図表９　べル・システムと独立電話の電話機数

独立会社はベル・システムの

一部とみられるようになった。

なぜなら，べル・システムと

の連結は独立会社との非連結

を意味したからである。非連

結独立会社の数は1902年の最

高で総電話概数の40.9パーセ

ントを占めていたが，1907年

までに37.3パーセントに落

ち，それ以降絶対数でも下がり始めた(図表９)。非連結独立会社の低下の

重要な要因は，基準の続一によって連結が容易となり，またベル・システ

ムが方針を変更してそのネットワークヘの連結を許したからである。当

初，ベル・システムは独立会社との相互連結を拒否していたが，1904年の

初め，いくつかの州議会で電話会社の相互接続を認める法律が通過し，ベ

ル社でも既にそれ以前から方針を修正して，営業区域内の独立会社とサブ

ライセンス契約(sublicense arrangements)を結ぶようになっていた。これに

よって，独立電話会社はベル系機器の使用とベル回線への接続が許され，

べル系の接続会社(connecting company)となった。　したがって，ベル系の

地方電話会社と独立会社との協約であるサブライセンス契約は，ＡＴ＆Ｔ

の支配力拡大策の１つということができるが，しかしその後は，サブライ

センス契約よりむしろ，地方電話会社が接続会社の株式を保有することの

ほうがより重要視されるようになっていったのである45)。

　独立会社との連結の主たる利点は，高度な標準化によって長距離ネット

ワークを拡大できたことである。大衆にとって長距離ネットワータの価値

は，ネットワーク自体の拡大と加入者の数の増加による。　したがってベル

・システムと連結会社の数の増加は，非連結独立会社のネットワーク以上
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の利点をベル・システムの長距離ネットワークに与えたことになる46）。

　②　技術革新と長距離ネットワークの拡大

　べル・システムは独立電話会社からの競争の脅威に多くの戦略を使った

が，その最大の武器は，地方交換局の数や長距離ネットワークの範囲を拡

大することであった。 1894年までに，将来の長距離ネットワークの基礎は

準備され，地域間連結はアメリカの重要な工業都市をつないだ。長距離電

話における技術開発は重要であったが，ベル・システムはベル特許の満了

以後，独立会社の参入を阻止する特許の優位性を持っていたわけではない。

かくして1890年代末までに，長距離サービスを提供する新しい会社の参入

障壁となったのは，既存の会社の技術能力ではなく，そうした参入企業が

ベル・システムのネットワークに重複するためになす投資の大きさであ

り，長距離ネットワークを建設し運営するための巨額な資金調達の困難性

にあった。　しかし，独立電話会社の参入はベル・システムにＲ＆Ｄ水準の

急速な引上げと，長距離電話における研究開発に第一の優先権をおくよう

に導いた。ライバル企業が長距離分野に参入するのを阻止するため，２つ

の目標がベル・システムの技術スタッフの関心事となった。　１つは，ネッ

トワーク設備の技術能力を改善すること，第２は，通話伝送の質と信頼性

を改善し伝送距離の拡大をはかることであった47）。

　この期における最も重要な技術革新は，インダクタンス（電気・磁気が電

場・磁場の中にある物体に及ぼす誘導作用）調整用の装置である装荷コイル

　(loading coil)の開発であった。この発明によって，伝送距離が延びるにつ

れ減衰量が大きくなるという電話線が長い間かかえていた弱点を克服する

ことができるようになった。装荷コイルの発明者であるコロンビア大学の

物理学者M.I.ピューピン(Michael 1.Pupin)は1899年に特許申請を行い，

1900年６月19日に特許番号652,230が認められた。べル・システムの科学

者J.A.キャンべル(George A.Campbell)も，1897年10月22日に同社入社以
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来から装荷コイルについて研究していたが，特許申請はピューピンより１

ヵ月遅れて不成立となった。ピューピンとキャンベルの間に若干の特許論

争もあったが，後にアメリカ特許庁長官となったT. J.エウィング

　(ＴｈｏｍａｓJ. Ewing)がピューピンを支持し，これによって，かつて

A. G.べルとエリッシャ・グレイの間に展開された電話特許をめぐる争い

は，ベル系以外の人物によってあだ討ちされたことになる４８)。

　ＡＴ＆Ｔのフィッシュ社長は，直ちにピューピン装荷コイルの特許買収

を強く主張し，ＡＴ＆Ｔは1900年末に185,000ドルのほか，特許有効中に毎

年15,000ドルの支払を受入れてそれを取得した。 17年の特許有効期間中

に，総額255,000ドルを投資したことになる。べル社がそうした巨額な支払

に同意したのは，１つには，特許訴訟でキャンべルの敗訴が決定的であっ

たこと，第２は，装荷コイルがコスト引下げや競争者の打破に役立つと考

えたからである。装荷コイルをL6キロメートルごとに設置することに

よって従来より細いケーブルを使用でき, 1.6キロメートル当り40ドル相

当の節約がもたらされた。また装荷コイルの導入によって，伝送距離は

800から1,700マイルに延びた。地下ケーブルに装荷コイルが導入された最

初は1902年で，1904年にボストンからウォルセスタ，1906年にはフィラデ

ルフィアからニューヨークやニューヘブンにまで設置された。　しかし，こ

の装荷コイルの弱点はただ減衰量を小さくするだけで，信号を増幅する機

能はなかったことである。　したがって長距離サービスは依然として不安定

で，音声はしばしば聞取れないほど弱くなった。実際，装荷コイルは電話

線の弱点を解決するためのいわば第１段階の発明に過ぎず，完全にそれが

解決するのは，数年後の増幅器の出現まで待たねばならなかったのであ

る49)。

　図表10は1895年のＡＴ＆Ｔ長距離ネットワーク，図表11は1906年の

ＡＴ＆Ｔ長距離ネットワータを示したものであるが，これによって，①この

期間に幹線ルートが増え，ネットワーク網が充実して複雑となったこと。
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図表１０　ＡＴ＆Ｔの長距離ネットワーク（1895年）
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②同社の長距離ネットワータはそれまで中西部に集中していたが，この期

に南部にも拡大したことが分かる。　しかし，２つの東西幹線ルートをさら

に西部に拡大する際，オマハを終点とする北部ルートと，カンザスシティ

までの南部ルートという初期の方針は継続しており，シカゴとセントルイ

スは周辺地区の中心地点として発展した。南部ルートの１つは，1897年に

ワシントンD. C.から大西洋山岳地帯にそって建設され，第２のルート

は，中西部を経てアラバマ州のモンゴメリまで拡張され，そこで大西洋山

岳ルートと合流して1900年にはニューオリンズに到達した5o)。

　この期に中西部に新しく長距離ラインの建設が増大したのは，この地に

独立電話会社が急成長したことによる。このためベル・システムは，シカ

ゴやセントルイスと重要都市の連結に取組み，またオマハやカンザスシ

ティヘの東西幹線ルートの拡張は，西部の重要地域を同社のネットワーク

ヘ連結した。べル・システムは，同社の長距離ラインが東海岸から西部の

中心都市に連結していることを宣伝できたのでこの拡張は有効であり，東

西幹線ルートが引続き重要であったのは，シカゴとフィラデルフィアの連

結ラインの完成によって明らかである。北東部における再建設は続き，ま

たこの地からカナダに長距離ラインが延びた。南部では，海岸ルートが

バージュア州のリッチモンドと連結され，また幾つかのラインがアパラチ

ア山脈を越えて中西部と直接つながった。　さらに南西部との重要な連結

は，ダラスがカンザスシティやセントルイスと1905年に接続されたことで

ある。オマハやカンザスシティを越えて長距離ネットワークをさらに西部

へ拡張することは，伝送における技術の困難性によって制限され，かくし

て1894－1906年の期間は長距離電話の発展における地固めの時期であった

といえる。 1910年にデンバーまでネットワークが拡大したのは，装荷コイ

ルと新型回線のコンビネーションの成功によるものであり，ニューヨーク

とサンフランシスコの大陸間電話は，1915年に真空官中継器の応用が成功

して始めて可能となったのである51)。
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　　５．結　　語

　以上，われわれはこれまで，ベル・システムと独立電話会社の競争時代

　(1894－1906年)について検討してきたが，｢独立電話会社の評価｣ないし

　｢競争の影響｣については，次のように要約することができるであろう52)。

1.ほとんどの独立電話会社は，公共のためにサービスを改善することよ

り，会社の操作による利潤追及に主たる関心があった。これが投資家に対

する誇大広告，詐欺行為，収賄などによって損害を与えることになったの

である。また，ほとんどの独立会社は資本の水増しを行い，工場建設も不

備な点が多かった。それらは低料金でサービスを提供するが，維持や減価

償却に対して十分な準備金を持たず，数年間は蛸配当を行い，遂には電話

料金の引上げか管財人の世話になった53)。

2.しかし，地方電話サービスは独立会社によって開始され，これがベル

社に地方へのサービス拡張の刺激となった。 1897年までに，独立会社はオ

ハイオに173,アイオアに139,イリノイに169,ミシガンに133.ニュー

ョークに164,ペンシルバニアに147,インディアナに142の交換局を持っ

ていた。 1902年までに，農村地域の電話システムは266,968台の電話機を

持ち，1907年までにそれは1,464,773台となり，独立会社はアメリカの地

方の開発に貢献して国内をより近接したものとした54)。

3.ベル社が独占権を享受していた地域では，会社側は横暴で尊大でサー

ビスは満足すべきものでなかったが，競争はサービス改善に大きな影響力

を持ったし，独立企業が進出した地域ではベル社の高料金は大幅に引下げ

られた。べル社の電話機１台当り総営業収益は，競争の最初の年である

1895年の88ドルから1914年には最低の41ドルと半分以下になったが，これ

は低料金で利用できる広範な市場の開拓による。加入者にとって競争は電

話を確保する良いチャンスとなり，これによって電話利用は一般家庭にも

広く普及した。
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4｡競争期間の電話サービスの発展は，独立製造会社の発展にもチャンス

を与えた。　３大独立製造機メーカーといえば，イリノイのケロッグ・ス

イッチボード供給会社とオートマチック・エレクトリック社，ニューョー

クのストロバーグ・カールソン電話機製造会社であるが，これらは特

に，ベル社と独立会社の電話スイッチボードや加入者電話機の技術改良

に貢献した55)。

5.長距離サービスが独立会社との競争によって刺激された。ベル社はベ

ル系電話会社を長距離ラインで繋いで全国的電話システムの建設に努力

し，このネットワークによって競争的圧力を回避しようとした。独立会社

も地方の交換サービスだけでなく，競争的な長距離サービスを提供する必

要を感じてそのような行動をとったが，独立会社側のこうした動きが，ベ

ル社の長距離建設計画や通話距離拡大のための技術革新を刺激したのであ

る56)。

6.競争による二重投資によって，電話が社会的階級を分けるための基準

となる傾向かあった。ベル系の電話網は社会的エリート階層のためのもの

であり，それより安価な独立電話網は，それ以外の人々のためのもので

あった。　しかし，利用者にとってそれ以上に不都合な点は，２つの電話シ

ステムが相互に接続できず，自分と同じシステムに加入している人としか

通話できなかったことである。地域経済の発展と独立企業の育成を重視し

た市規制によってそれはますます助長されたが，1890年代末から1910年に

かけて開始された州レベルの規制は，べル・システムがすすめていた統合

された全国的電話網の建設に公的是認を与え，これによって地方の選択の

範囲は次第に狭められていったのである5≒
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合併号。
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